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■１．研究開発プロジェクトの目標の達成状況 
○目標はある程度達成されたと評価する。 
本プロジェクトは、研究分野の多様性を踏まえた研究公正規範を明確化するとともに、それを

研究倫理教育や研修等を通じて共有する仕組みを構築すること目指したものである。近年、二重
投稿や不適切なオーサーシップが不正行為として認知されるケースが増加している。一方で、こ
れらの取扱いや判断基準は研究分野ごとに違いがあるものの、その多様性が十分に考慮されずに
研究倫理教育が大学・研究機関で実施されている現状が存在する。本プロジェクトはこうした研
究公正をめぐる現状を踏まえ、研究公正規範の研究分野ごとの相違点と共通点を明らかにするこ
とが目的とされた。こうした目標設定は、公正かつ責任ある研究活動を実践するためのガバナン
スのあり方に関する研究開発を求めた本プログラムの趣旨に合致するものであり、妥当であった
といえる。 
本研究開発における中核は、研究公正規範の明確化に置かれている。全 30分野に及ぶ個人会員

数が多い学協会 10 団体および 249 学会における会則や倫理規定、投稿規定、執筆要領、著作権規
定等の分析を行い、二重投稿および不適切なオーサーシップに関する記述を抽出し、要件定義と
分類できる項目の作成、整理が行われた。その結果、国内の学協会が発行する学会誌の投稿規程・
執筆要領において、二重投稿に関する記述は９割弱の学会誌で見られ、またオーサーシップに関
する記述も半数の学会誌でみられることが確認された。その一方で、具体的にどのような行為が
二重投稿に該当するのか、その詳細な定義が記述されているケースは全体として限られていたほ
か、オーサーシップについては二重投稿に比べてそもそも記述がない学協会が多く存在している
ことが明らかとされている。 
本プロジェクトでは、こうした国内の学協会および学会誌における二重投稿およびオーサーシ

ップの取り扱いをめぐる実態把握を通じて、あらためて学協会が投稿規程や執筆要領、ガイドラ
イン等において具体的に記載すべき項目を明確化することの重要性についての示唆を得ている。  
最終的には、国際誌の発行元が公表している文書等を参考にしつつ、国内の学協会や学術誌が

規程において明示すべき項目として「オーサーシップに関する推奨事項」「重複投稿/二重投稿に
関する推奨事項」のそれぞれが成果物として取りまとめられた。学協会に対するこれらの提案は、
「不適切な行為と公正な研究活動の境目が明確でない状況において、研究当事者が自覚のないま
まに研究不正等を引き起こしかねない」という本研究プロジェクトにおける問題意識に直接応え
ようとするものであったといえる。 
他方で、編集委員経験者を含む一般の研究者を対象とした二重投稿やオーサーシップに関する



 

アンケート調査の結果を踏まえた考察が未了となるなど、一部の実施内容の進捗に遅れがみられ
た。こうした遅れは、プログラム総括・アドバイザー等プログラムマネジメント側が、本プロジ
ェクトに対して、研究公正規範に関する調査対象に国際学会や国際誌の動向を加えることや、ア
ンケート調査に編集委員だけでなく一般の研究者を追加することを求めたことへの影響も一部あ
ったものと思われるが、当初からの研究構想が研究開発期間における実現可能性に比べて過大な
内容であった感は否めず、より現実的に達成可能な範囲で目標が設定されるべきであった。また、
本プロジェクトのエフォートの大部分は、結果的に研究分野の多様性をめぐる実態把握に置かれ
ており、学協会に対する推奨事項の提示や大学・研究機関向けの教育・研修教材としてのリーフ
レットが作成されてはいるものの、実際にこれらを学協会や大学・研究機関が受け取り活用する
段階には至っておらず、その有用性は必ずしも検証されているとは言い難い。「研究分野の多様性
を踏まえた研究公正規範の明確化と共有」という目標に照らして、「共有」の試みが十分に展開さ
れなかった点が惜しまれる。こうした課題については、今後推進される研究活動を通じて更に深
められることを期待したい。 
なお、本プロジェクトは、本プログラムが第３期より新たに導入した「共進化枠」として推進

されたものである。「共進化枠」は文部科学省の担当原課から提供された政策課題をもとに、公募
テーマを設定するニーズ・ベースドのアプローチを採用している。本テーマについても、公募段
階から文部科学省・研究公正推進室との連携を通じて課題の設定を行ったものであり、採択後の
研究開発の推進にあたっては政策担当者との密接な連携が期待されたところである。研究代表者
が一般財団法人公正研究推進協会（APRIN）の理事を務めていることをはじめ、文部科学省の政
策担当者との間で公式・非公式に様々な意見交換や情報提供がなされたものと思われるが、文部
科学省が設置している「公正な研究活動の推進に関する有識者会議」での報告等の実績がみられ
るものの、プロジェクト全体としては本研究開発が政策担当者との間で共創的に推進されたとは
判断し難い。もっとも、こうした低調な政策コミュニケーションの要因は、必ずしも研究代表者
らの責に帰するものばかりではなく、実際には連携先機関の事情変更が大きく影響しているもの
と推察される。 

 
■２．政策のための科学プログラムの目的達成への貢献状況 
○客観的根拠に基づく科学技術イノベーション政策形成への寄与という観点で、成果は、科学技
術イノベーション政策形成の実践に将来的に資すると、ある程度期待し得ると評価する。 
国内の学協会および学術誌における二重投稿や不適切なオーサーシップをめぐる規定等を網羅

的に収集し整備状況の実態把握を行うとともに、国際的に影響力を有し多くの研究者らに参照さ
れることの多い国際的なガイドラインや投稿規定等の記載内容を精査することで、今後学協会が
整備するべきモデル項目をとりまとめた。また、こうした知見をもとにした教育・研修用の教材
としてリーフレットも開発されつつある。こうした研究開発成果は、連携先機関である文部科学
省において認識されていた研究公正をめぐる政策課題に対応したものであり、従来は経験則的に
人文・社会科学系、自然科学系と大括りで研究公正の傾向がとらえられていたところ、学協会ご
との具体的な規程の整備状況や学術分野ごとの主要な投稿先の媒体を明らかにすることで、分野
ごとの意識の違いを明らかにするなど、将来的な政策形成に資する知見が創出、提供されたと評



 

価される。 
 

○共進化を通じて、連携先機関において認識されている具体的な政策課題の解決に貢献しうる成
果は、ある程度創出されたと評価する。 
プロジェクトの進展状況に合わせて、文部科学省研究公正推進室との意見交換が行われたほか、

自らが委員を務める同省「公正な研究活動の推進に関する有識者会議」において、３度にわたり
研究開発成果の報告と共有がなされるなど、共進化枠であるからこそ実現できた政策コミュニケ
ーションが存在した点は特筆される。他方で、共進化枠のプロジェクトとしては、政策担当者と
のより密接な連携のもとに共創的な形での研究開発の推進が期待されたが、連携先の事情もあり
こうした政策コミュニケーションについては必ずしも積極的には展開されなかったものと判断さ
れる。同様に、本研究開発成果の直接の受け手として期待される学協会や大学・研究機関、出版
社らとの連携も必ずしも十分な実績が窺えず、本研究開発の成果が今後どのような形で活用され
ていくのか、その道筋が明確となっていない点が惜しまれる。成果の受け手となるステークホル
ダーらによる研究開発成果の受容と実際の研究公正規範の明確化という実装については、残され
た課題として本プロジェクトの終了後にも引き続きフォローアップとしての取り組みを期待した
い。 
 なお、本研究開発の推進過程では、日本学術会議による論文査読に関する審議への参画という
特筆すべき取り組みがみられている。2022 年に発生した査読不正事案を受け、文部科学省から日
本学術会議に対して審議依頼がなされ科学者委員会学術体制分科会のもとに論文査読の意義及び
課題に関する検討小委員会が設置されることとなった。研究代表者は日本学術会議連携会員とし
て同委員会に委員として参画するとともに、田中プロジェクトとともに回答案作成に向けた関連
情報の収集・整理に加え、2023 年 5月にはアンケート調査を実施しており、学術会議による回答
案「論文の査読に関する審議について」の作成の基盤となる情報収集・整理を担当した。こうし
た取り組みは、本プログラムにおけるプロジェクト間連携イニシアティブの枠組みのもと「査読
システムに関する調査」として推進されてものである。リアルタイムでの政策側の要請に対して、
査読不正という当初には計画されていなかったテーマを機動的に研究開発内容に取り入れること
で、実際の政策形成に貢献したという点は極めて高く評価される。 
 
○本プロジェクトは、「科学技術イノベーション政策のための科学」に資する新たな指標や手法等
の創出および制度等にある程度貢献し得ると評価する。 
本研究開発プロジェクトの成果については、学協会が整備するべきモデル項目の提案や大学・

研究機関向けの教育・研修教材としてリーフレットの作成といった実践的なアウトプットが提示
されていることに加え、シンポジウムの開催を通じた情報発信にも積極的に取り組み、研究公正
という一般には難解とも思われるテーマでありながら新聞やメディアで報道されるなど、アウト
リーチの面での具体的な実績が見受けられる。 
他方で、本事後評価の時点においては、本研究開発の成果は研究公正に関する教育や研修目的

のツールとしての有用性が期待されるものの、学術研究としてみたときには必ずしも新規性が明
らかではなく、十分な説得力を持った成果に至っているとは言い難い。そのため特に研究開発成



 

果の面ではやや物足りなさを感じざるを得ない。実際、作成されたモデル項目について、国際誌
等を参照しながらどのようなプロセスで、何を根拠としてモデル項目がとりまとめられたのか現
時点では必ずしも明瞭となっていない。未了となっている編集委員経験者を含む一般の経験者を
対象としたオーサーシップや二重投稿等の認識に関するアンケート調査などの取り組みと並行し
て、これまでに取りまとめられた知見を第三者が評価可能な形で発表することなど、より説得力
を持った成果として発展させることが望まれる。なお、「政策のための科学」の観点では、研究成
果の政策形成過程における知識利用のあり方には多様なアプローチが存在しえるなかで、本研究
開発は前述の日本学術会議における審議への参画という新たなアプローチのあり方を実践的に提
示している点で特徴的な成果を創出したといえる。 
 
なお、本プロジェクトの推進にあたっては、本プログラムにおいて同様に研究公正をテーマと

している研究開発プロジェクト（田中プロジェクト、飯室プロジェクト）との間で合宿や意見交
換の実施等、積極的なプロジェクト間連携が推進された点が特筆される。特に、田中プロジェク
トとの間では、日本学術会議におけるアンケート調査の実施や共同でのシンポジウム開催といっ
た各プロジェクトにとっての重要な研究開発プロセスを共有することにより、それぞれのプロジ
ェクトにとって有意義なフィードバックが得られている点で高く評価される。 

 
■３．研究開発プロジェクトの目標の達成に向けた取り組みの状況 
○研究開発活動は適切になされたと評価する。 
プロジェクトとしての目標達成に向けて、計画段階から取り組むべき課題や段階的な対応が構

造的に整理されており、個々の実施項目ごとに詳細な目標設定や分析・アプロ―チの方法、工程
等が具体的に構想されていた。プログラム・マネジメント側の助言を受け、研究開発の初期段階
において国際動向に関する調査を強化する方針となった際には、国際的な学術誌の出版事情に明
るいカクタス・コミュニケーションズ社の協力を得るなど体制の強化についても的確な対応が行
われた。また、前述のとおり、文部科学省からの審議依頼に基づき日本学術会議が査読システム
に関する審議を行った際には、アンケート調査の実施に協力するなど、研究開発実施項目の拡張
についても柔軟かつ機動的な対応が進められており、高く評価される。全体としては、こうした
計画の見直しに伴い、エフォートやスケジュール面での調整・変更を行うこととなったが、概ね
計画どおりに実施されたものといえる。 
 
○また、本プロジェクトは、研究代表者を中心に概ね適切に管理運営されていたものと評価され
る。研究代表者の的確なマネジメントのもとで、学協会や学会誌における二重投稿、不適切なオ
ーサーシップに関する広範な資料収集と分析が行われたほか、臨機応変な研究開発実施内容の見
直し等が行われた様子が窺われる。他方で、研究代表者以外のメンバーが本プロジェクトにどの
ような貢献を果たしたかが必ずしも明瞭ではなく、チームとしての活動量については評価が困難
である。 
 
○本プロジェクトにおいては、連携先（カウンターパート）となる文部科学省の担当課とのコミ



 

ュニケーションは、概ね適切になされたと評価する。本プログラムにおける初の共進化枠のプロ
ジェクトであったこともあり、連携先機関となる文部科学省との間で、共進化枠そのものの位置
づけをはじめ、研究開発としての問題意識の共有や方向性に関する共通認識の構築の面で、固有
の難しさに直面することになったものと思われる。プログラムとしては、研究開発の初期段階か
ら政策担当者との間で本プロジェクトの問題意識の共有と継続的な関係性の構築、そして成果の
実装に向けた検討を行うよう求めてきたものの、本プロジェクトとしてのフォーマルなコミュニ
ケーションは必ずしも頻度高く実施されていたようには見受けられない。これは、研究代表者ら
が政策コミュニケーションに十分なエフォートを割かなかったというよりも、文部科学省におけ
る人事異動や政策的な優先順位の変化等が研究公正推進室側での本プロジェクトに関する継続的
な関心を維持することを困難にした結果と思料される。その点においては、文部科学省側の継続
的なコミットメントをどのように調達するかについて、プロジェクト側の努力や工夫のみならず、
プログラム側にも一層の工夫が求められたところである。この点は「共進化枠」のデザインとマ
ネジメントをめぐる重要な課題というべきものであり、公募を通じたニーズ・ベースドの研究開
発のあり方としてのプログラム側の課題として慎重に再考される必要がある。 
実際のところ、研究代表者は、本研究開発プロジェクトの開始時点において、既に文部科学省

の有識者会議の委員や APRIN の理事を務めるなど、研究公正に関する政策形成に関わる主要な
ステークホルダーとの緊密な連携が可能な立場にあった。そのため、本研究開発を通じて創出さ
れた知見については、こうした既存の関係性のなかで有形無形の形で情報提供、共有がなされた
ものと推察される。他方で、研究開発目標に照らせば、成果の受け取り手として想定される学協
会や大学・研究機関、ファンディング・エージェンシーといった文部科学省以外のステークホル
ダーとの間で成果の利用に向けた実践的な取り組み進められるべきであった。 

 
■総合評価 
○一定の成果が得られた／一定程度期待し得る評価する。 
本プロジェクトは、近年増加しつつある二重投稿や不適切なオーサーシップといった研究公正

をめぐる問題について、一般論としての規範は共通しているものの、具体的な該当性の点では研
究分野によって対応が異なっている現状を踏まえ、国内外の学協会や学会誌が作成している執筆
要領・関連規定等を収集・分析することでその実態を明らかにした。国際的な学術雑誌の発行元
が公表している文書等を参考としつつ、今後国内の学協会や学術誌が研究公正規範として明示す
べき項目として「オーサーシップに関する推奨事項」「重複投稿/二重投稿に関する推奨事項」の
それぞれを成果物として取りまとめるに至っている。 
研究開発内容についても柔軟な見直しや拡張が行われており、プログラム・マネジメント側か

らの助言に対する応答として国際的な学術雑誌に関する調査を強化したほか、日本学術会議にお
ける査読システムに関する審議への参画を通じて新たに査読不正についても研究開発の対象とす
るなど意欲的に研究開発の射程を拡張させてきた。その結果として、文部科学省の有識者会議で
研究開発成果の報告と共有がはかられたほか、学術会議による文部科学省に対する回答において
田中プロジェクトとの連携により推進したアンケート調査の結果が反映されている。こうした実
績を踏まえれば、本研究開発を通じて研究公正をめぐる現実の政策形成に寄与しうる実践的な知



 

見が創出されたものと評価される。 
他方で、本研究開発にはいくつかの課題が存在している。学協会に対する推奨事項の提示や大

学・研究機関向けの教育・研修教材が開発されているものの、これらのアウトプットの背景とな
る知見が査読付きの学術論文等としてまとめられていないことからも窺われるように、研究公正
を専門とする専門家や実務家からその内容やプロセスに対する批判を含めた評価が広く得られる
形となっていないのが現状である。また、成果の実装という観点では、想定されている成果の利
用者である学協会や大学・研究機関がこれらの成果を実際に活用していくための道筋を必ずしも
うまく描けていない点も重要な課題といえる。推奨事項として取りまとめられた内容を各学協会
が実際に自らの研究公正規範として内部化するためのプロセスについても、引き続きフォローア
ップが求められる。今後は、本プロジェクトを通じて取り組まれたアクションリサーチによる試
行的・実践的な取り組みを基盤に、より学術的な観点からの成果の創出を期待したい。 
 
■特記事項 
なし 
 


